
（単位：円）

科       目 当年度 前年度 増  減

 Ⅰ 資産の部

    1.流動資産

　   　　現金預金 55,639,415 58,266,928 △ 2,627,513

　   　　未収金 0 34,645 △ 34,645

　   　　前払費用 1,746,191 1,394,625 351,566

　   　　前渡金 608,739 0 608,739

         流動資産合計 57,994,345 59,696,198 △ 1,701,853

    2.固定資産

    (1)特定資産

　   　　退職給付引当資産 4,707,846 4,209,181 498,665

　   　　交通政策研究特定資産 14,095,759 14,095,759 0

　   　　道路経済研究特定資産 64,011,049 68,511,049 △ 4,500,000

　   　　駐車政策及び交通政策研究特定資産 38,000,000 42,000,000 △ 4,000,000

         特定資産合計 120,814,654 128,815,989 △ 8,001,335

    (2)その他固定資産

　   　　事務所差入保証金 7,844,850 7,844,850 0

         その他固定資産合計 7,844,850 7,844,850 0

         固定資産合計 128,659,504 136,660,839 △ 8,001,335

         資産合計 186,653,849 196,357,037 △ 9,703,188

Ⅱ 負債の部

    1.流動負債

　   　　未払金 24,217,487 25,595,614 △ 1,378,127

　   　　預り金 362,890 665,575 △ 302,685

         流動負債合計 24,580,377 26,261,189 △ 1,680,812

    2.固定負債

　   　　退職給付引当金 4,707,846 4,209,181 498,665

         固定負債合計 4,707,846 4,209,181 498,665

         負債合計 29,288,223 30,470,370 △ 1,182,147

Ⅲ 正味財産の部

    1.指定正味財産

　   　　事務所差入保証寄付金 7,844,850 7,844,850 0

　   　　交通政策研究寄付金 14,095,759 14,095,759 0

　   　　道路経済研究寄付金 64,011,049 68,511,049 △ 4,500,000

　   　　駐車政策及び交通政策研究寄付金 38,000,000 42,000,000 △ 4,000,000

         指定正味財産合計 123,951,658 132,451,658 △ 8,500,000

      (うち特定資産への充当額) (116,106,808) (124,606,808) (△8,500,000)

    2.一般正味財産 33,413,968 33,435,009 △ 21,041

      (うち特定資産への充当額) (0) (0) (0)

         正味財産合計 157,365,626 165,886,667 △ 8,521,041

         負債及び正味財産合計 186,653,849 196,357,037 △ 9,703,188

貸 借 対 照 表
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（単位：円）

科       目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引消去 合　計

 Ⅰ 資産の部

    1.流動資産

　   　　現金預金 26,706,377 780,263 28,152,775 55,639,415

　   　　前払費用 1,000,842 0 745,349 1,746,191

　   　　前渡金 608,739 0 0 608,739

         流動資産合計 28,315,958 780,263 28,898,124 0 57,994,345

    2.固定資産

    (1)特定資産

　   　　退職給付引当資産 1,433,205 0 3,274,641 4,707,846

　   　　交通政策研究特定資産 14,095,759 0 0 14,095,759

　   　　道路経済研究特定資産 64,011,049 0 0 64,011,049

　   　　駐車政策及び交通政策研究特定資産 38,000,000 0 0 38,000,000

         特定資産合計 117,540,013 0 3,274,641 0 120,814,654

    (2)その他固定資産

　   　　事務所差入保証金 0 0 7,844,850 7,844,850

         その他固定資産合計 0 0 7,844,850 0 7,844,850

         固定資産合計 117,540,013 0 11,119,491 0 128,659,504

         資産合計 145,855,971 780,263 40,017,615 0 186,653,849

Ⅱ 負債の部

    1.流動負債

　   　　未払金 24,057,031 0 160,456 24,217,487

　   　　預り金 294,809 0 68,081 362,890

         流動負債合計 24,351,840 0 228,537 0 24,580,377

    2.固定負債

　   　　退職給付引当金 1,433,205 0 3,274,641 4,707,846

         固定負債合計 1,433,205 0 3,274,641 0 4,707,846

         負債合計 25,785,045 0 3,503,178 0 29,288,223

Ⅲ 正味財産の部

    1.指定正味財産

　   　　事務所差入保証寄付金 0 0 7,844,850 7,844,850

　   　　交通政策研究寄付金 14,095,759 0 0 14,095,759

　   　　道路経済研究寄付金 64,011,049 0 0 64,011,049

　   　　駐車政策及び交通政策研究寄付金 38,000,000 0 0 38,000,000

         指定正味財産合計 116,106,808 0 7,844,850 0 123,951,658

      (うち特定資産への充当額) (116,106,808) (0) (0) (116,106,808)

    2.一般正味財産 3,964,118 780,263 28,669,587 0 33,413,968

      (うち特定資産への充当額) (0) (0) (0) (0)

         正味財産合計 120,070,926 780,263 36,514,437 0 157,365,626

         負債及び正味財産合計 145,855,971 780,263 40,017,615 0 186,653,849

貸借対照表内訳表
令和４年３月３１日現在



１．継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有有価証券･････････････････償却原価法（定額法）によっている。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし。

(3)固定資産の減価償却の方法

該当なし。

(4)引当金の計上基準

退職給付引当金･･････････････････････････期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額

　　　　　　　　　　　　　　　 を計上している。

(5)リース取引の処理方法

該当なし。

(6)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

(7) 保証金

事務所差入保証金･･････････････････守住工業との借室契約に伴う保証金である。

ただし保証金のうち10％は返還されないので

償却処理をし、その残額を計上している。

　　　　　　　　　　　　　　　

３ ．会計方針の変更

該当なし。

４ ．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 特定資産

退職給付引当資産 4,209,181 498,665 0 4,707,846

交通政策研究特定資産 14,095,759 0 0 14,095,759

道路経済研究特定資産 68,511,049 0 4,500,000 64,011,049

駐車政策及び交通政策研究特定資産 42,000,000 0 4,000,000 38,000,000

128,815,989 498,665 8,500,000 120,814,654

５ ．特定資産の財源等の内訳

　　 特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に

産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

 特定資産

退職給付引当資産 4,707,846 － － 4,707,846

交通政策研究特定資産 14,095,759 14,095,759 － －

道路経済研究特定資産 64,011,049 64,011,049 － －

駐車政策及び交通政策研究特定資産 38,000,000 38,000,000 － －

120,814,654 116,106,808 － 4,707,846

６ ．担保に供している資産

該当なし。

財務諸表に対する注記

科　  目

科　  目

合 　計

当期末残高

合 　計
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７ ．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（直接法により減価償却を行って

　いる場合）

該当なし。

８ ．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

該当なし。

９ ．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

帳簿価額 時　　価 評価損益

 特定資産

 道路経済研究特定資産

株式会社クレディセゾン第62回無担保社債 10,000,000 10,000,000 0

10,000,000 9,997,990 △ 2,010

10,000,000 10,004,600 4,600

9,000,000 8,960,193 △ 39,807

39,000,000 38,962,783 △ 37,217

１０．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

 寄付金

　交通政策研究寄付金 日本交通政策研究会 14,095,759 0 0 14,095,759

　道路経済研究寄付金 (財)道路経済研究所 68,511,049 0 4,500,000 64,011,049
(財)駐車場整備
　　推進機構 42,000,000 0 4,000,000 38,000,000

124,606,808 0 8,500,000 116,106,808

１１．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

金　額

経常収益への振替額

交通政策研究寄付金 0

道路経済研究寄付金 4,500,000

駐車政策及び交通政策研究寄付金 4,000,000

8,500,000

１２．関連当事者との取引の内容

該当なし。

１３．重要な後発事象

該当なし。

内　　容

合　計

当期末残高

科　  目

前期末残高 当期減少額補助金等の名称
貸借対照表上

の記載区分  

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社
第８回期限前償還条項付無担保社債

合 　計

指定正味財産

指定正味財産

当期増加額交付者

指定正味財産

合　計

　駐車政策及び
  交通政策研究寄付金

イオンモール株式会社第14回無担保社債

株式会社コンコルディア・フィナンシャルグループ
第6回期限前償還条項付無担保社債
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１ ．特定資産の明細

財務諸表に対する注記4で記載しているので省略する。

２ ．引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 4,209,181 498,665 0 0 4,707,846

附 属 明 細 書

科　目 期末残高
当期減少額

期首残高 当期増加額


